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台湾ヘルスケア市場の動向とヘルスケア市場における日台協業の可能性 ■

　当協会は日系企業の台湾展開における一助とすべく、一般競争入札にて選定した外部の調査機
関に調査を依頼する「委託調査事業」を実施しております。昨年度は野村総研諮詢顧問股份有限
公司に「台湾ヘルスケア市場における日本企業の進出機会等に関する調査」につき調査を委託し
ましたところ、簡単な概要をご紹介します。
　なお詳細な報告書は以下に掲載しておりますところ、ご高覧いただけますと幸いです。
https://www.koryu.or.jp/business/trade/itakuchosa.html

　高齢化の進む台湾では、2025年には超高齢化
社会１に突入すると予測され、すでに超高齢化社
会である日本同様、高齢化に起因する多くの課題
を抱えている。こうした背景から、台湾では、当
局の旗振りの下、プレシジョンヘルス２やICT技
術のヘルスケア分野への応用、再生医療などの新
たなトレンドが注目され、電子機器製造系の大手
企業のヘルスケア市場への参入も加速している。
一方、日本では、国家成長の重要領域のひとつと
してヘルスケア産業の国際進出も期待されてお
り、高齢化という共通の重要課題を持つ台湾市場
において、日本企業の進出機会を探ることの重要
性が高まっている。
　野村総研諮詢顧問（以下、NRI台湾）では、
2023年度に日本台湾交流協会から委託を受け、
台湾ヘルスケア市場における日本企業の進出機会
等に関する調査を行った。本稿では、同調査結果

の概要を紹介し、台湾ヘルスケア市場の動向を踏
まえながら、ヘルスケア市場における日台協業の
有望モデルを考察する。

台湾ヘルスケア市場の動向

　同調査においては、ヘルスケア市場を、日台共
に「医薬品」・「医療機器」・「医療サービス」の３
市場から構成されるものと定義した。「医療サー
ビス」市場はさらに、個人の健康状態に沿って「予
防・診断」・「治療」・「ケア」の３つの領域から構
成される。

（1）日台ヘルスケア市場の規模
　同調査での推計によれば、台湾のヘルスケア市
場全体の市場規模は５兆8,416億円３で、日本の
同市場規模69兆2,793億円の約８%にあたる。市
場全体に対し、医療サービス（治療）市場が半分
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１　人口に占める65歳以上の割合が21％を超えた社会。WHOの定義による。
２　�プレシジョンヘルスとは、個人のDNAや環境、生活形態及び病原体の遺伝子情報などに基づく正確な疾病の予測・予防・診断・

治療を行うもの。出典：国家発展委員会「六大核心戦略産業推進プラン」
３　�同調査では、医薬品・医療機器・医療サービス（予防・診断）、医療サービス（治療）、医療サービス（回復・ケア）の各領域

の市場規模を、公開情報を基にそれぞれ算出した。さらに、ヘルスケア市場全体の市場規模を算出するにあたっては、各領域
の最新年度の市場規模を使用している。また、台湾側の市場規模は、財政部台北国税局による「外僑総合所得税為替レート明
細表（外僑総合所得税匯率明細表）」を参考に、日本円に換算した。
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以上と最も多くの割合を占めている点では日台が
共通しているが、それ以外の市場の構成割合は異
なる。台湾市場の特徴は、日本と比較し医療サー
ビス（予防・診断）市場や、医療機器市場の構成

割合が高く、他方で医療サービス（ケア）市場の
構成割合は極めて低い点である。さらに、いずれ
の市場でも日本と同等かそれ以上の成長率を呈し
ている点も特筆すべき点といえる。

（2）台湾ヘルスケア市場の施策・トレンド
　高齢化は台湾社会においても重要な社会課題と
なっており、急速に進む高齢化がもたらす影響と
して、高齢者の増加による医療費の増加や医療人

材の不足、都市と過疎地域間の医療リソースの偏
在など、医療システム担保における課題が特に深
刻化していることに加え、介護に関わる制度や
サービスの充実について社会の要請が強まること

図１　同調査におけるヘルスケア市場の定義

出典：NRI台湾作成

図２　日台ヘルスケア市場の規模

出典：�厚生労働省「国民医療費の概況」・「薬事工業生産動態」、衛生福利部「国民医療保険支出」、矢野経済研究所、
statistaなど各種公開情報をもとに、NRI台湾作成
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も想定される。また、少子高齢化が深刻化する社
会においては、持続的な経済発展も避けては通れ
ない課題である。
　行政院国家発展委員会は、こうした課題に対応
すべく、2017年に「５+２イノベーション計画」
を発表した。これは「地域産業の連携」・「内需の
増加」・「国際市場進出」を３つの柱とし、「バイ
オ医療」・「IoT」・「スマート機械」・「グリーンエ
ネルギー」・「国防」から成る５つの産業と、「新
農業」・「循環経済」から成る２つの領域を重点的
に発展させる方針を定めた経済発展促進計画であ
る。「バイオ医療」が５大産業に含まれており、
当局が産業振興の文脈においてもヘルスケアを重

視していることがうかがえる。
　さらに国家発展委員会は、５+２イノベーショ
ン計画を発展させる形で「六大核心戦略産業」
（2020年～）を発表した。これは５+２イノベー
ション計画で定義した７つの産業及び領域を基礎
としながら、各産業・領域を掛け合わせた６つの
産業（「プレシジョンヘルスケア産業」、「情報・
デジタル産業」、「情報セキュリティ産業」、「グリー
ン電力及び再生可能エネルギー産業」、「国防及び
戦略産業」、「民生関連産業」）を定義し、これら
の推進により台湾の国際競争力を高めることを目
的としている。

　このうち、プレシジョンヘルスケア産業では、
「台湾をプレシジョンヘルスケア及びテクノロ
ジー防疫の国際的ベンチマークに育てる」ことを
ゴールに掲げ、ビッグデータやAI等の先端デジ
タル技術を活用したプレシジョンヘルスケアへの
注力を明文化している。具体的に掲げられた方針
は、①ゲノム及び健康保険ビッグデータベースの
構築、②予防・診断・治療プレシジョンヘルスケ
アシステムの構築、③プレシジョンヘルスケアに

基づく防疫製品の開発、④国際バイオテクノロ
ジーの商機開拓の４つとなっている。

　上記の当局の方針に呼応する形で、ヘルスケア
市場におけるICT技術の応用や、異業種の参入
が進んでいる。例えば健康管理や疾病予防などを
目的とした医療機器以外のヘルスケア機器開発
や、AIを利用した診断機器などの医療機器の開
発に、電子機器製造系の大企業が参入している。

図３　六大核心戦略産業の位置づけ

出典：国家発展委員会「六大核心戦略産業推進プラン」よりNRI台湾作成
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　新薬・新技術の開発は一般的に高額な資金を必
要とするが、台湾のバイオ医療企業は中小規模の
企業が多く、資金調達には常に課題を抱えている。
この課題に対応すべく、台湾では「バイオ新薬産
業発展条例」（2007年～）が制定され、バイオ新
薬開発を行う企業に対する研究開発や人材育成等
への投資額に応じた法人税の控除やこれらの企業
へ投資する営利企業への税制優遇などの特例措置
を設けられていた。2021年には、同条例が「バ
イオ医療産業発展条例」へ改正され、約100億台
湾元の予算化がなされた上で、対象を再生医療や
プレシジョンヘルスケアの研究開発企業や医薬品
開発製造受託（以下、CDMO）企業まで大幅に
拡大し、人材・投資両側面から更なるバイオ医療
への参入を促進している。

　バイオ製薬領域におけるCDMO産業振興を目
的とし、2023年５月に経済部の主導で台湾最大
級のCDMO企業として「バイオ医薬製造公司」
が設立され、当局予算より60億台湾元（約270
億円）の出資を受けた。mRNAワクチン、核酸
医薬品、タンパク質医薬品、細胞治療製品などを
重点領域とし、新竹バイオメディカルサイエンス
パークに、5,000坪の工場建設を予定している。
　また市場への投資も目覚ましく、2022年から
2023年上半期における台湾ヘルスケア市場の
アーリーステージスタートアップに対する投資は
投資対象領域別件数で１位（110件）、金額はエ
ネルギー領域に続く２位（約880億円）である。
特に再生医療などバイオ医療やCDMO企業が注
目を集める医薬品領域が市場への投資をけん引し

図４　台湾の電子機器製造における年間売上額上位10位（2022年）の企業のヘルスケア機器・医療機器への参入状況

出典：国家発展委員会「六大核心戦略産業推進プラン」よりNRI台湾作成

出典：FINDIT「2023年台湾アーリーインベストメントに関するアニュアルレポート総覧
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ている 。
　海外展開の面では、中国大陸への高い経済依存
度を低減し、リスク分散と経済成長を図るため、
「新南向」施策（2016年～）と呼ばれる経済戦略
が推進され、東南アジアやインド等を含む18の
国々と、経済や貿易などの面での協力強化を目指

している。同施策において、医療分野では「１国
１拠点」施策（2018年～）が推進された。この
施策では、インドネシア、インド、ベトナム、タ
イ、フィリピンを重点国とし、各国に台湾の大病
院がそれぞれ医療拠点を設け、現地医療人材の育
成などが行われている。

ヘルスケア市場における日台協業の有望
モデル

　こうしたヘルスケアに関連した戦略や産業振興
が推進される台湾において、日本企業にはどのよ

うな機会があるだろうか。同調査では、20の日
台ヘルスケア関連企業・団体へのヒアリング調査
結果をもとに、ヘルスケア市場において日台の協
業が有望なモデル（以下、日台協業モデル）を計
７つ抽出した。

図５　「１国１拠点」施策

出典： 行政院、衛生福利部「新南向第一期成果発表資料（2021年）」をもとに、NRI台湾作成

図６　日台協業モデル一覧

出典：NRI台湾作成
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（1）モデル1．研究開発・臨床試験の委託
　台湾では、「５+２イノベーション計画」や「バ
イオ医療産業発展条例」をはじめとする当局の後
押しもあり、医薬品および医療機器の研究開発や
臨床試験を受託する企業が多く登場している。ま
た、一般的に、台湾の人件費は日本のそれよりも
安価であり、同時に日本に引けを取らない品質を
有する。こうした背景から、日本の製薬・医療機
器企業や、アカデミア発スタートアップが、台湾

の研究開発・製造受託企業（CRO/CDMO/
OEM等）に医薬品・医療機器の研究開発を委託
することで、より安いコストでの研究開発が可能
となるのではないか。また、コストダウンに加え
て、研究開発のケイパビリティ増強といったメ
リットも想定される。企業によっては、少子高齢
化や働き方改革等に伴う人手不足問題への対応に
も期待ができるだろう。
　

　ヒアリング調査より、台湾企業は日本企業から
の研究開発・臨床試験受託に意欲的であること、
日本企業としてもコストが安く品質が保てる場合
には、台湾企業への研究開発・臨床試験委託が検
討対象となり得ることが分かった。実際に、希少
疾患向け医薬品の研究開発を行うJCRファーマ
社（日本）は、 Mycenax Biotech社（台湾）に
研究開発の一部を委託しており、さらに、研究開
発のキャパシティー増強を目的に、2022年７月
よりMycenax Biotech社に増資し関連会社化に
至った４。

（2）モデル2．有力医薬品のライセンス取得
　台湾では、上述の通り多くのバイオスタート
アップが出現しており、バイオスタートアップへ
の投資も活発で、ビジネスが育ちやすい素地があ
る。日本の製薬企業が、こうした台湾のスタート
アップ等製薬関連企業の開発する有力医薬品のラ
イセンスを取得し、日本での研究開発・商業化を
担うことで、開発パイプラインや製品の種類を拡
充できるのではないか。
　ヒアリング調査より、台湾企業は海外企業への
ライセンス供与経験が豊富にあり、日本企業への

図７　「モデル1．研究開発・臨床試験の委託」のイメージ

出典：NRI台湾作成

４　�Mycenax Biotech.“日本JCR Pharmaceuticals入股永昕生醫，成為第一大股東”（https://www.mycenax.com.tw/news-
detail.php?id=14, 2024年１月アクセス）

図８　「モデル2．有力医薬品のライセンス取得」のイメージ

出典：NRI台湾作成
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ライセンス供与についても大変関心があること、
日本企業も創薬技術を持つスタートアップへの投
資に意欲的であることが分かった。実際に、iPS
細胞関連研究試薬の製造・販売などを行うリプロ
セル社（日本）は、Steminent Biotherapeutics
社（台湾）の開発する再生医療製品の日本におけ
る開発・商業化に関する独占的ライセンスを獲得
し、臨床試験を実施している５。

（3）モデル3．台湾スタートアップへの投資
　台湾では、当局がプレシジョンヘルスケア産業
を牽引していることから、バイオスタートアップ
だけでなく、病理診断AIや、創薬AI等、医療×
AIの技術を持つスタートアップも多く出現して
いる。日本の製薬・医療機器企業が、医薬品・医
療機器ビジネスに関連する台湾のスタートアップ
に出資することで、オープンイノベーションを促
進することができるのではないか。

　ヒアリング調査より、台湾企業は日本の製薬・
医療機器企業から出資を受けることを前向きに捉
えていること、日本企業も創薬技術やデジタル技
術を持つスタートアップへの投資に意欲的である
ことが分かった。実際に、小野薬品工業の子会社
である小野デジタルヘルス投資合同会社（日本）
は、医療診断支援AIソリューションを開発する
ベンチャー企業・aetherAI社（台湾）に出資し
ている６。

（4）モデル4．既存プロダクトの製造委託
　台湾では、経済部主導でCDMO企業「バイオ
医薬製造公司」が設立されたり、民間企業の
CDMO事業への投資が増加したりと、CDMO
産業の発展が見込まれる。また、台湾を代表する
大手電子機器製造企業がこぞってヘルスケア機器

や医療機器事業に参入し、製造受託まで担うなど、
ヘルスケア分野のOEMも活発化している。さら
に、上述の通り、一般的に、台湾の人件費は日本
のそれよりも安価であり、同時に日本に引けを取
らない品質を有することから、日本の製薬・医療
機器企業が、台湾の製造受託企業（CMO/
CDMO/OEM企業）に対して既存プロダクトの
製造を委託することで、より安いコストでの製造
が可能となるのではないか。また、コストダウン
に加えて、製造のケイパビリティ増強といったメ
リットも想定される。さらに、日本国内の災害時
を見据えた製造拠点のリスク分散という観点から
も大きなメリットがある。企業によっては、少子
高齢化や働き方改革等に伴う人手不足問題への対
応にも期待ができるだろう。

図９　「モデル3．台湾スタートアップへの投資」のイメージ

出典：NRI台湾作成

５　リプロセル.“リプロセルの再生医療”（https://reprocell.co.jp/regenerative_medicine/, 2024年１月アクセス）
６　小野デジタルヘルス投資合同会社（https://www.onodigitalhealth.com/ja/portfolio/aetherAI, 2024年１月アクセス）
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　ヒアリング調査より、台湾企業が日本企業から
の製造受託に意欲的であること、日本企業として
はコストが安く品質が保てる場合には、台湾企業
への製造委託が検討対象となり得ることが分かっ
た。実際に、WHILL社（日本）は、電動車いす
「WHILL」について、開発後すぐに世界市場で
の販売を目指し、製造受託企業を探した結果、医
療機器の国際製造規格を持つOEMメーカー・州
巧科技（台湾）での製造に至った７。

（5）モデル5．日本国内や第三国での販売委託
　台湾の製薬・医療機器業業界には中小企業も多
い一方で、台湾域内の市場には限りがあることか
ら、どのような規模の企業であっても常に海外進

出を視野に入れている。特に、高齢化という共通
の課題に直面し、医療のレベルも近く、地理的な
距離も近い日本は、海外市場として最初の選択肢
となることも多い。ところが、中小規模の製薬・
医療機器企業の多くは営業リソースが不足してい
る。そこで、日本の製薬・医療機器企業が、台湾
の製薬・医療機器企業の日本国内における販売を
受託することで、台湾企業の日本市場進出をサ
ポートとすると同時に、日本企業としては製品の
種類を拡充できるのではないか。さらに、日本国
内のみならず、日本の製薬・医療機器企業が販売
チャネルを持つ第三国（欧米など）での販売を受
託することも可能ではないか。

　ヒアリング調査より、台湾企業は日本市場開拓
及びチャネル開拓時の日本企業との協業に前向き
であること、日本企業も台湾企業からの受託に前
向きであることが分かった。実際に、富士製薬工
業（日本）は2021年８月、ジェネリック製薬を
行うLotus Pharmaceutical社（台湾）社の開発
したジェネリック医薬品について、日本国内での
独占的な製造・販売を行う権利を取得した８。両

社はこの他にも、双方の製造機能を相互補完する
点や、Lotus社のASEAN市場の販路を通じた富
士製薬製品の販売などに関する協業も視野に入
れ、資本業務提携を結んでいる９。

（6）台湾域内や第三国への販売委託
　モデル５とは反対に、海外進出におけるリソー
スが不足する日本の製薬・医療機器企業が、台湾

図10　「モデル4．既存プロダクトの製造委託」のイメージ

出典：NRI台湾作成

７　�しゃかいか！ .“今までの車いすとは違う！すべての人の移動が楽しくスマートに！次世代電動モビリティ「WHILL」”（https://
www.shakaika.jp/blog/10586/whill-inc/, 2024年１月アクセス）

８　�富士製薬工業化株式会社（https://www.fujipharma.jp/__upload/6d6d4fef5280d29d2c916577cf4139ea6ae13d52.pdf, 
2024年１月アクセス）

９　富士製薬工業株式会社（https://www.fujipharma.jp/__upload/20190320.pdf, 2024年１月アクセス）

図11　「モデル5．日本国内や第三国での販売受託」のイメージ

出典：NRI台湾作成
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台湾ヘルスケア市場の動向とヘルスケア市場における日台協業の可能性 ■

の製薬・医療機器企業に対し、台湾域内および東
南アジアを含む第三国における販売を委託するこ
とで、限られたリソースのもとでも、台湾および
東南アジア市場の開拓ができるのではないか。
　台湾企業は、台湾域内の市場規模に限界がある
ことから、多くの企業がビジネス開始当初より海
外進出を見据えている。また、東南アジア諸国の
経済界では多くの華僑が活躍していることから、

台湾企業であることの強みが活かしやすく、東南
アジアへのチャネルを有する企業も少なくない。
さらに、台湾当局が進める新南向政策の一環とし
て、東南アジア諸国に台湾の大病院が拠点を設立
し、ヘルスケア領域の交流がますます強まってい
る。こうした背景もあり、台湾企業のリソースを
活用しつつ東南アジアに進出することは、日本企
業にとって一つの選択肢になると言えるだろう。

　ヒアリング調査より、台湾企業としては、台湾の
強みを活かせるモデルであり大変意欲があること、
台湾・東南アジアの拠点を持たない日本企業は同
モデルに前向きであることが分かった。実際に、イ
タリアの製薬企業Chiesi社は2022年10月、台湾お
よび中国、東南アジアなどへの販売チャネルを持つ
台湾の製薬企業・友華生技に対し、台湾・シンガ
ポール・マレーシア・フィリピンでの自社製品（希
少疾患向けの注射薬）の独占販売ライセンスを供
与する10ことで、東南アジア市場に進出している。

（7）�モデル7．高齢化に伴う諸課題への対応に関
する、技術指導および施設運営サポート

　　台湾は日本同様に高齢化が進行しており、そ
の進度は日本の後を追う形となっている。日本で

は高齢化を契機とした諸課題に対応すべく、医療
や介護に関わるサービスが大いに発展しており、
日本の後を追って高齢化が進行する台湾でも、同
様の産業発展が見込まれる。そこで、いち早く深
刻化する少子高齢化に対応する、日本の医療・介
護サービス関連企業・団体が、台湾の医療・介護
サービス関連企業・団体に対して、高齢化に伴う
諸課題への対応に関する技術指導や施設運営を行
うことに、ビジネスチャンスがあるのではないか。
さらには、そうした協業から、日本の医療・介護
サービスや関連する製品を束ねた輸出、台湾市場
への進出や出資を伴う協業など、派生的なメリッ
トも期待できる。本モデルの対象領域の例として
は、介護サービスやがん治療などが想定される。
　

図12　「モデル6．台湾域内や第三国への販売委託」のイメージ

出典：NRI台湾作成

図13　「モデル7．高齢化に伴う諸課題への対応に関する、技術指導および施設運営サポート」のイメージ

出典：NRI台湾作成

10　友華生技（https://www.oepgroup.com/zh-TW/news/detail/20221025/1, 2024年１月アクセス）
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　ヒアリング調査より、台湾企業は日本企業から
の技術指導受入れに意欲的であること、日本企業
も今後は単なる製品・サービスの輸出だけでなく、
経験やナレッジを活かしたビジネスモデル構築を
行っていく必要があるという課題意識があること
が分かった。実際に日本企業による製品輸出およ
び技術指導により新たな施設が誕生した例とし
て、日立製作所（日本）と台北栄民総合医院（台
湾）のケースが挙げられる。日立製作所は2023
年５月、台北栄民総合医院に対して重粒子線がん
治療システムを納品し、さらに日本の技術チーム
が重粒子線がん治療センターの新設計画策定をサ
ポートし、台湾で初めての重粒子線がん治療セン
ター開設に至った11。

ヘルスケア市場における日台協業の課題
および対策

　ここまで７つの日台協業モデルを整理してきた
が、全てのモデルに共通する課題として、スピー
ド、コミュニケーションおよび言語、マッチング
の３点が挙げられる。台湾との協業を検討する日
本企業、および日台協業を支援する団体において
は、上述した各モデルに固有の課題とともに、こ
れら３つの課題にも対応することが望まれる。
　まず、スピード面では、欧米等の企業と比較し、
日本企業は意思決定や契約プロセスのスピードが
遅い点が、多くの台湾企業より挙げられた。勿論、
相手が信頼に足る企業であるか慎重に評価するこ
とは必要不可欠であるが、あまりにペースが異な
れば、よりペースの合う他国企業が協業相手とし
て選ばれてしまう懸念もある。こうした課題に対

しては、意思決定可能な人物が商談に参加するな
ど、協業に係る意思決定プロセスをシンプル化す
ることも一つの対応策ではないか。
　次に、コミュニケーションおよび言語面では、
日本企業とは、日本人を通さないとスムーズにコ
ミュニケーションが取れない点について、多くの
台湾企業から指摘があった。既にグローバル化し
ている企業は対応できている場合もあるだろう
が、これから海外展開を進めていく企業にとって
は、対台湾の協業に限らず、喫緊の課題となって
いるであろう。台湾企業の大企業ともなれば日本
語を話せる人材を抱えていることもあるが、基本
的には英語でのよりダイレクトなコミュニケー
ションができる素地を整えておく必要がある。
　最後に、マッチング面では、日台双方において
協業候補を見つけづらいという課題が、日台のヘ
ルスケア企業から多く聞かれた。まず、日台協業
を検討する日台双方の企業が、自社のアピールポ
イントや希望する協業モデル等をまとめた資料を
複数言語で用意しておくことは有効だろう。その
上で、個々の企業が、日台双方のヘルスケア関連
の展示会等に参加し、自ら協業相手を開拓するこ
とは第一歩である。一方で、個々の企業が単独で
開拓できる企業数には限りがあるため、ヘルスケ
ア関連領域における日台協業に特化したマッチン
グイベントを開催することも一手ではないか。ま
た、台湾ヘルスケア産業に関する積極的な情報発
信を、セミナーやWebを通して行っていくこと
で、台湾ヘルスケア産業全体の認知を向上するこ
とも重要ではないか。

11　台北駐日経済文化代表処（https://www.roc-taiwan.org/jp_ja/post/91630.html, 2024年１月アクセス）
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